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 被告は，準備書面(30)において，美浜原発の地震に対する安全確保対策につ

いて主張している。本準備書面は，このうち，美浜原発敷地の地域特性に関す

る主張【第３章第１の３（71頁～87頁）】に対して原告らの反論を述べるもの

である。【連番 106】 
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本文 

第１ 地域特性評価の重要性 

１ 原告ら及び被告の従前の主張 

原告らは，かねて，地震動の予測に耐専式その他の経験式を利用する場合

には，経験式が平均値を採用するものであることから，その有するバラツキ
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を考慮する必要があると主張してきた【連番 34，37，38】。これに対し，被

告は，観測値と耐専式による推定値とのバラツキは，当該観測値が観測され

た地点の「震源特性」「伝播特性」「地盤の増幅特性（サイト特性）」が反映

された結果に外ならない」（被告準備書面(16)195 頁），「耐専式が示す地震

動の『標準的・平均的な姿』を基礎に評価地点の地域性を踏まえて地震動評

価を行うことが予定されている」（同準備書面 193頁）と述べた上，高浜原

発を例にとり，そのサイト特性について，「詳細な調査に基づいて，高浜発

電所敷地の解放基盤表面のＰ波速度及びＳ波速度をそれぞれ約 4.3km/s，約

2.2km/sと評価するとともに，地震波の局所的な集中を生じさせるような特

異な地下の速度構造がなく，耐専式で得られる評価結果を修正する必要が

ないことを確認した。」と主張し（同準備書面 193～194頁），伝播特性や震

源特性についても同様に耐専式による評価結果を採用するに当たり，バラ

ツキを考慮する必要がないと主張した（同準備書面 194頁）。 

耐専式による推定値と観測値との比のグラフを示す（甲全第５５号証２

９頁）。 

耐専式による推定値と観測値とは最大５倍を超えるバラツキがあるが，

高浜原発の地域特性を前提とすれば，このバラツキを考慮する必要がない

というのが被告の主張なのである。 

 

２ 美浜原発についての被告の主張 

被告は，準備書面(30)の 71～87頁において，美浜原発の地域特性につい

て主張している。ここでも，結論は，「被告は，美浜発電所敷地及び敷地周
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辺における震源特性，伝播特性，地盤の増幅特性（サイト特性）に係る地域

性を精度良く把握し，地震動評価に反映している。」というものであり（同

準備書面 87頁），その上で，被告は，耐専式の適用について，「美浜発電所

敷地の解放基盤表面のＰ波速度及びＳ波速度をそれぞれ 4.0㎞/s，1.65km/s

と評価するとともに，地震波の局所的な集中を生じさせるような特異な地

下の速度構造がなく，耐専式で得られる評価結果を補正する必要がないこ

とを確認した。」（同準備書面 107頁）と主張し，耐専式による評価結果を採

用するに当たり，バラツキを考慮する必要がない旨を主張しているのであ

る。 

 

第２ 被告の基本的な認識の誤りについて 

被告は，準備書面(30)７２頁において，地層の傾斜，断層及び褶曲構造等の

地質構造や地震波の速度構造等の地下構造の詳細な評価が新たに求められる

こととなったのは，平成１９年新潟県中越沖地震，平成２１年駿河湾の地震の

経験によってである旨を述べている。原告らが原告ら準備書面(41)５～６頁

で記載したのと同旨である。したがって，事業者である被告は，原発敷地の地

下構造を詳細に調査して，傾斜，断層，褶曲，逆転層の存在，位置等を正確に

把握し，その情報を基準地震動の算定に生かさなくてはならない。問題は，被

告がそれをしているのか否かである。 

以下，第３において，被告の地域特性の調査内容が不十分であること，調査

結果の評価が恣意的であること等を述べるが，ここでは，被告の基本的な認識

の誤りを指摘する。 

すなわち，被告は，準備書面(30)７２頁において，新規制基準において地域

特性を十分考慮することが重要とされていることを指摘していながら，地盤

構造の三次元での把握が求められていることについては触れるところがない。

しかし，新規制基準で三次元での把握が求められているのである。このことに

ついては，原告ら準備書面(41)の４～５頁で詳述したので参照していただき

たい。 

 

第３ 被告による評価・調査（被告準備書面(30)73～87頁） 

１ 震源特性，伝播特性について（被告準備書面(30)73～82頁） 

   被告は，震源特性について 73～81 頁で，伝播特性について 81～82 頁で

述べている。これらについての原告らの意見は，高浜原発の地域特性につい

て述べたところ（原告ら準備書面(35)の第１章第１，第２）と同一であるの

で参照されたい。特に，若狭地域の震源特性について，応力降下量が他の地
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域よりも大きいのではないかと疑うに足りるデータがあること【原告ら準

備書面(35)第１章第１の３(3)（７～８頁）】は，重大な問題であるので，改

めて指摘しておく。 

 

２ サイト特性について（被告準備書面(30)82～87頁） 

(1) 被告の主張 

被告の主張の要旨は次のとおりである。 

ア 浅部地盤 

(ｱ) 浅部地盤の速度構造についてはボーリング調査により地盤の特

徴を調査した上で，ＰＳ検層，試掘坑弾性波探査，反射法地震探査等

を行い，敷地浅部にＰ波速度及びＳ波速度がそれぞれ約 4.0㎞/s，約

1.65 ㎞/s の硬質な岩盤が広がっていることを確認した（同 84 頁）。 

(ｲ) 反射法地震探査によって，敷地の地下に地層の極端な起伏等の地

震波の伝播に影響を与えるような特異な構造が認められないことを

確認した（同 84頁）。 

(ｳ) 美浜発電所の地下構造について，地震動評価上は，水平成層構造

とみなしてモデル化できると評価し，一次元の速度構造モデルを作

成した（同 85頁）。 

イ 深部地盤 

微動アレイ観測により，深部までの速度構造を評価し，一次元の速度

構造モデルを解析により求めた（同 85頁） 

ウ 小括 

被告は，美浜発電所敷地及び敷地周辺の地盤の速度構造を精度良く

把握し，局所的に地震波の集中をもたらすような特異な速度構造が無

いことを確認した。その上で，地震動評価に用いる地下構造モデルを設

定した（同 86頁）。 

(2) 原告らの反論 

    被告による地下構造評価は，まことに杜撰もしくは恣意的である。被告

が美浜発電所敷地の地下構造評価の証拠として提出したのは，乙Ｃ第２

９号証（添付書類６），同第３２～第３５号証であるから，これらを踏ま

えて，原告らの主張を述べることとする。なお，以下の主張は，赤松純平

博士作成にかかる「美浜発電所基準地震動策定における問題点－地盤構

造モデルについて－」及び「図幅・註」（以下，「赤松意見書」「赤松図幅

集」という。甲Ｃ第１１号証の１，２）に基づくものである。 

以下，項を改めて詳説する。 
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３ 美浜原発３号機敷地の地下構造の特異性について 

(1) 美浜原発敷地の地下構造の特徴は，①江若花崗岩1にドレライト（粗粒

玄武岩）が貫入していること，②規模の大きな破砕帯が多数あることであ

る。 

(2) 乙Ｃ第２９号証【添付書類６ 6-1-129～132頁】によれば，美浜原発

の敷地には，ドレライトが貫入していることと，多くの破砕帯が北東－南

西方向に卓越して存在することが判る。以下に，乙Ｃ第２９号証【添付書

類６ 6-1-750頁】第 1.6.18図(1)を加筆した赤松図幅集の図１を引用す

る。 

                                            
1  琵琶湖北方野坂山地に沿って美濃層の中・古生層を貫いて東西１０km、南北１５km

に伸びて分布している花崗岩体 
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(3) 乙Ｃ第３２号証 13 頁，乙Ｃ第２９号証【添付書類６ 6-1-755頁の第

1.6.19図(4)，6-1-756頁第 1.6.19図(5)】によれば，美浜３号機原子炉

建屋の直下に，Ｂ破砕帯，Ｂ（北）破砕帯，Ｃ破砕帯，Ｄ破砕帯，Ｅ破砕

帯，Ｆ-Ｍ1-1破砕帯，Ｆ-Ｍ3-9破砕帯等の破砕帯が存在することが判る。

以下に，上記図(4)を加筆した赤松図幅集の図２の(1)，上記図(5)を加筆

した赤松図幅集図２の(2)を引用する。 
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(4) そして，乙Ｃ第２９号証【添付書類６ 6-1-131頁，140～150頁】に

よれば，破砕帯は，厚い部分では８０ｃｍに達しており，破砕帯部分は，

砂混じり粘土状，粘土混じり角礫状に破砕されていることが判る。また，

被告作成にかかる岩級区分図【乙第３２号証 13 頁】によれば，破砕帯に

沿ってＤ級2，ＣＬ級3の岩石が深く沈みこんでいること，ドレライト貫入

岩脈に沿ってＣＨ4級の岩盤内にＣＭ級5の岩盤が広がっていることが判

る。以下に，乙第３２号証 13頁を加筆した赤松図幅集の図３を引用する。 

 

                                            
2  赤松図幅集註１のとおり。造岩鉱物及び粒子は風化作用を受けて著しく軟質化してお

り岩質も著しく軟らかい。 

3  赤松図幅集註１のとおり。造岩鉱物及び粒子は風化作用を受けて軟質化しており、岩

質も軟らかい。 

4  赤松図幅集註１のとおり。造岩鉱物及び粒子は石英を除けば風化作用を受けてはいる

が岩質は比較的堅硬である。 

5  赤松図幅集註１のとおり。造岩鉱物及び粒子は石英を除けば風化作用を受けて多少軟

質化しており、岩質も多少軟らかくなっている。 
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(5) 地震動が軟らかい地盤を通過するとき，速度は落ち，振幅は増幅され

る。すなわち，地震動は，破砕帯や軟らかい岩盤（Ｄ級やＣＬ級）を通過

するとき，速度が落ちて振幅が増幅されるのである。被告の評価によれば，

Ｐ波速度とＳ波速度は，ＣＨ級では，4.92 ㎞/s と 2.56 ㎞/s であるのに

対し，Ｄ級では，2.04 ㎞/s と 0.54 ㎞/s，ＣＬ級では 3.09 ㎞/s と 1.20

㎞/sとされている【乙Ｃ第２９号証（添付書類６ 6-1-198頁）】。 

(6) 以上によれば，被告が美浜原発３号機の基準地震動を策定するにあた

って，原子炉敷地直下あるいはそれに隣接して存在する破砕帯及びドレ

ライトの貫入をどのように評価しているかが重要な問題である。ところ

が，以下に述べるように，美浜３号機の基準地震動策定にあたり，このこ

とが評価，考慮されている形跡が存在しないのである。 

 

４ 地表弾性波探査 

(1) 被告は，原子炉設置位置付近の地層の概略分布を検討するためとして，

敷地内において，１０測線，延長約 3.3㎞の地表弾性波探査（屈折法地震

探査）を実施している。地表の測線に約５ｍ間隔で受振器を設け，少量の

ダイナマイト爆発で生じる弾性波の伝播速度を測定したのである【乙Ｃ

第２９号証（添付書類６ 6-1-133頁）】。そして，被告は，その評価とし

て，「各層は概ね地表面と同様の傾斜で上層から下層に行くにしたがって

厚くなっている。原子炉施設設置位置付近のＥＬ+1.0ｍ（標高１メートル）

付近では，弾性波速度62.3 ㎞/s～3.4 ㎞/s の堅硬な基礎岩盤が広く存在

することを確かめた」と記載している【乙Ｃ第２９号証（添付書類６ 6-

1-150頁）】。 

(2) そこで，下記に，測線図【乙Ｃ第２９号証（添付書類６ 第 1.6.1図 

6-1-733頁）】及び地表弾性波調査の結果を示した図【乙Ｃ第２９号証（添

付書類６ 第 1.6.99図 6-1-866頁）】に赤松博士がそれぞれ加筆した赤

松図幅集の図４の(1)，(2)を引用する。これから，次のことが判る。 

ア 美浜３号機原子炉は，測線Ｃ－Ｃ´上のＣから１７０ｍ～２１０ｍ

の地点に存在すること 

イ 測線Ｃ－Ｃ´の鉛直断面図によれば，Ｃ点から１７０ｍ～２１０ｍ

の付近は，最上部の第１層が弾性波速度 0.4 ㎞層，第２層が 1.0～1.2

㎞層，第３層が 2.24～2.4 ㎞層となっており，ＥＬ+1.0ｍ付近は第３

                                            
6  ここで「弾性波速度」とはＰ波速度を意味する。厳密には「弾性波」にはＰ波もＳ波

も含まれるが、一般に「弾性波速度」というときはＰ波速度を意味するのが慣例である。 
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層であること 

    

 
 

(3) これによれば，美浜３号機原子炉施設設置位置のＥＬ+1.0ｍ付近は，

上から３層目の岩盤であり，その弾性波速度（Ｐ波速度）は，「2.3 ㎞/s

～3.4㎞/s」ではなく，「2.24㎞/s～2.4km/s」であり，被告の上記評価は
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誤りである。 

    そして，被告が策定したＰ波速度とＳ波速度の関係式（乙第３５号証 52

頁）「Vp＝（4.212×Vs）／（1＋0.441×Vs）」を使って３層目岩盤のＳ波

速度を算出すると， 

Vs＝0.695～0.761㎞/s 

となる。被告は，美浜３号機の解放基盤表面をＥＬ+0ｍ（標高０メートル）

に設定している（乙Ｃ第 32 号証 20 頁）が，新規制基準によって，解放

基盤表面は，Vs＝0.7 ㎞/s 以上の硬質地盤であることが求められている

【基準地震動ガイドⅠの 1.3(1)】から，美浜３号機敷地の標高０メート

ルの岩盤が解放基盤表面として求められる硬さを保持しているか否かす

ら疑わしく，保持しているとしてもぎりぎりであることが判る。 

(4) 上記の赤松図幅集図４(2)を見れば，岩盤の各層は，３号炉原子炉建屋

付近で最も標高が高く，その周囲は落ち込んでおり，特に北北東方向に向

かって３０度程度傾斜していることが判る。被告は，この傾斜構造が地震

動に及ぼす影響を全く考慮していない。 

 

５ 試掘坑内弾性波探査について 

被告は，発電所の重要施設の基礎岩盤を直接観察することにより地質及

び地質構造の調査精度を上げるためであるとして，試掘坑調査を実施して

いる。試掘坑は，ＥＬ+0ｍの位置に延長 260ｍ掘削したとのことである【乙

Ｃ第２９号証（添付書類６ 6-1-133頁）】。 

(1) 屈折法弾性波探査 

被告は，試掘坑の測線上を伝わる弾性波速度を求める屈折法探査を実

施し，その評価として，「原子炉設置位置の試掘坑内の弾性波速度は，Ｐ

波で 3.88 ㎞/s，Ｓ波で 1.65 ㎞/s の値を示した」と記載している【乙Ｃ

第２９号証（添付書類６ 6-1-151頁）】。 

以下に，被告が作成した速度値の図【乙Ｃ第２９号証（添付書類６ 第

1.6.102 図 6-1-872 頁）】に赤松博士が加筆した赤松図幅集の図５を引

用する。 
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 上記図において円で示されているのが美浜３号炉であり，直線で示さ

れているのが試掘坑である。試掘坑は，東西に走るＡ坑，南北に走る B坑

から E坑まで，合計５本が掘られたことがわかる。ところで，その数値を

みると，Ｐ波においては，Ｂ坑の原子炉直下中央付近では 4.2 ㎞/s なの

に，中心から外れるだけで 3.7 ㎞/s に低下し，その南側では 3.4km/s と

急激に遅くなっていること，A 坑の原子炉直近の付近は 5.0 ㎞/s である

のに，その東側付近では 3.4km/sと急激に遅くなっていること，Ｓ波にお

いては，Ｂ坑の原子炉直下付近では 1.7 ㎞/s であるのに，その南側では

1.5 ㎞/s と遅くなり，A 坑の原子炉直近の付近は 2.0 ㎞/s であるのに，

その東西両側付近では 1.5 ㎞/s と急激に遅くなっていること，縮尺を参

照すると，１０メートルないし２０メートル程度の距離で，Ｐ波速度もＳ

波速度も大きく異なっていることが判る。すなわち，美浜３号炉直下では

P波速度も S波速度も大きいが，炉心から離れるにしたがい，急激に遅く

なっており，均質な地盤構造ではないのである。 

    被告が結論付けた「Ｐ波で 3.88㎞/s，Ｓ波で 1.65㎞/s」がどのように

算出されたのかについては説明がない。平均値かもしれない。場所による

速度の違いが単なる測定誤差と解釈できるのであれば，平均値を採用す

ることも許されるであろう。しかし，上記の速度の激変には場所による系

統的な違いがあり，必ず原因がある。この激変に関心も示さず，その原因

を突き止めようとしない被告の姿勢は，大いに問題である。 
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(2) 坑間弾性波探査（fan-shooting） 

被告が，異なる試掘坑間を伝わるＰ波速度を求めた結果は，乙Ｃ第２９

号証（添付書類６ 第１の 6.103図 6-1-873頁）であるが，これに基づ

き，被告は，「試掘坑間の弾性波速度分布は，方向による顕著な差異は認

められない」と評価している【乙Ｃ第２９号証（添付書類６ 6-1-151頁）】。 

下記に，第１の６.103 図に赤松博士が加筆をした赤松図幅集の図５の

(2)を引用する。 

 

 

原図の数値の多くが判読できないが，判読できた数値だけを見ても，東

南東から西北西方向の測線では速度が遅く，北北東から南南西方向の測

線では速度が速いことが明瞭に分かる。すなわち，伝播方向による速度の

違い（異方性）が存在するのである。被告による上記評価は，この異方性

を敢えて無視しようとするものである。そして，上記３で記載した断層破

砕帯の走行方向を併せ考えれば，断層破砕帯を横切る方向での速度は小

さく，断層破砕帯の走向に沿う方向での速度が大きいと言うことができ

る。 



15 

 

 

 

 

６ ＰＳ検層 

(1) 被告は，ボーリング孔を利用してＰＳ検層を実施した。実施孔は１０

孔，延長は１２８０ｍで，ダウンホール法及びサスペンション法で実施し

た【乙Ｃ第２９号証（添付書類６ 6-1-136頁）】。そして，その結果が

示されているのが，乙Ｃ第３２号証 14 頁，乙Ｃ第３５号証 13 頁である。

これによると，「極浅部においては地質の違いや風化の影響によりバラツ

キが見られるものの，敷地全体にわたって硬質な岩盤を確認」したとされ

ている。以下に，乙Ｃ第３５号証 13 頁に赤松博士が加筆した赤松図幅集

図７を示す。 

    

(2) しかし，被告が示した上記の結果報告は極めて判りにくい。なぜなら，

Ｐ波については，１０か所で実施されたＰＳ検層結果のすべてが「Ｐ波速

度構造」という一つのグラフに，Ｓ波については，１０か所で実施された

ＰＳ検層結果のすべてが「Ｓ波速度構造」という一つのグラフにそれぞれ

示されているからである【ちなみに，被告は，大飯原発敷地についてもＰ

Ｓ検層の結果を一つのグラフに示していた（甲Ａ第１０号証 12 頁）が，

大飯原発敷地ではＰＳ検層が実施されたのは２か所だったから，赤松博

士においてこのデータを分離して検討することが可能であった（甲Ａ第

１１号証の２図２）。しかし，１０か所のデータを一つのグラフに示され
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たのでは，これを分離検討することは不可能である。】。 

(3) 以上のとおり，地点毎の検討ができないので，総括的に被告の評価を

批判する。 

    まず，データのバラツキが極めて大きい。標高－６０メートル程度まで

は，Ｓ波速度もＰ波速度も３倍から１０倍程度の範囲内にバラついてい

る。特にＳ波速度は標高－４０メートル程度までは３００～４００ｍ/s

程度のデータが相当数あり，「敷地全体にわたって硬質な岩盤を確認」と

いう被告の評価は極めて恣意的である。 

    次に，標高－１３０～１５０メートル付近では，Ｓ波速度もＰ波速度も

大きく低下しているボーリング孔があり，速度の逆転層の存在が示唆さ

れる。 

(4) 被告は，大深度ボーリング調査を実施するとともに，その孔でもＰＳ

検層を実施している（乙Ｃ第３５号証 40～42 頁）。これによると，標高

－５０メートル以深は主に花崗岩であるが，標高－２７０～２９０メー

トルに「ひん岩7」の岩脈があること，Ｐ波，Ｓ波ともに，標高－２００

メートル～３２０メートルで速度が低下していることがわかる。乙Ｃ第

３５号証 40 の図に加筆した赤松図幅集の図８を下記に引用する。 

                                            
7  中性（酸性でも塩基性でもないこと）の半深成岩。 



17 

 

 

 

 

(5) 乙Ｃ第３５号証 41 頁，42 頁には，被告による深部地下構造の評価が

書かれている。これによると，ＲＱＤ8の値が小さい部分は，サスペンシ

ョン法によるＰ波速度及びＳ波速度が低速度であること，サスペンショ

ン法が実施されていない標高－３００メートル以深にも，ＲＱＤの値が

小さい部分が多数あること（標高－４００メートル～５００メートル，標

高－６２０メートル付近，標高－８５０メートル～９００メートル付近

等）が分かる。下記に，乙Ｃ第３５号証 41 頁，42 頁に加筆した赤松図幅

集の図９を示す 

 

 

更に，ＲＱＤ値を乙Ｃ第３５号証 37 頁に記載されている標高－１００

０メートルまでの岩級区分と照らし合わせると，ＲＱＤ値と岩級との相

関が極めて強く，ＲＱＤ値が８０％以上の部分の岩級は，ＣＭ級及びＣＨ

級が混在するもＣＨ級が優勢であるのに対し，ＲＱＤ値が小さくなると

ＣＭ級が優勢となり，１０％以下の部分ではＣＬ層が挟み層として存在

                                            
8  岩盤の割れ目の多さを示す指標。ボーリングコア１ｍ中に含まれる10ｃｍ以上の棒状

コアの長さの合計を％で表す。50％以下だと砕けやすい脆い岩盤と評価される。 
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していることが判る。以下に，乙Ｃ第３５号証 37 頁，41 頁を合成加筆し

た赤松図幅集の図 10を示す。 

 

このように，美浜原発敷地には，浅部だけでなく，深部にも低速度層が

広く分布している。しかし，被告は，このことを全く考慮していない。 

 



19 

 

 

 

７ 単点微動観測Ｈ/Ｖスペクトル 

(1) 被告は，美浜原発敷地で，約５０メートル間隔で微動観測を実施して

Ｈ/Ｖスペクトル9を評価した（乙Ｃ第３５号証 17 頁）。微動が表面波であ

るレーリー波10であると仮定し，地盤を最も簡単な表層＋基盤層の２層地

盤モデルで近似すると，Ｈ/Ｖスペクトルのピーク周波数のみで表層の厚

さ（基盤層の上面深度）を推定することができる。 

被告は，表層をＳ波速度 264ｍ/s・Ｐ波速度 1583ｍ/s の埋土，基盤層

を S 波速度 1650m の岩盤と仮定して（乙Ｃ第３５号証 24 頁），表層の層

厚を求め，その結果，基盤層の上面深度は，概ね EL+20ｍ～EL-60ｍ程度

までの範囲の深さに推定され，解放基盤表面の深度については，敷地全体

にわたって著しい高低差がないことを確認したとし，解放基盤表面を原

子炉建屋位置付近の EL±０ｍの位置に設定したとしている。（同 32 頁）。 

(2) ところが，乙Ｃ第３５号証９頁，10 頁を見れば明らかなように，美浜

原発３号機敷地は，北東側には堆積物・埋戻し層が存在するが，南西側に

も敷地直下にも堆積層は存在せず，敷地直下の表層は，Ｄ級，ＣＬ級の岩

盤なのである。そして，被告は，Ｄ級岩のＰ波速度は 2.04㎞/s，Ｓ波速

度は 0.54km/sであるとしている（第２の３(5)）。 

(3) 赤松博士が，表層がＤ級岩盤であるとの前提で，基盤層の上面深度（表

層の層厚）を求めた結果は，赤松図幅集の図１２であり，表層が埋土の場

合と比較して，ピーク周波数が５ヘルツであれば約２０ｍ（約１５ｍが約

３５ｍ），２ヘルツであれば約５０ｍ（約３０ｍが約８０ｍ）も深くなっ

た。以下に引用する。 

                                            
9 微動の上下動と水平動のスペクトル比 
10 表面波の一つ、上下動、水平動両方の成分を持つ。 
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 (4) 赤松博士が，表層がＤ級岩であることを前提に，基盤層の標高分布図

（基盤層の上面深度の分布図）を作成されたのが，赤松図幅集の図 14で

ある。以下に引用する。中央の〇印は，美浜３号炉である。これによれば，

基盤岩標高（基盤層の上面深度）は，美浜原発３号炉の直下付近では－１

０メートル程度であるが，北東方向にわずか数十メートル離れただけで

－５０メートル程度まで深くなり，一方３号炉から北西に１０～２０メ

ートル離れれば，＋５メートル程度まで高くなっていることが明らかで

あり，美浜３号機が不整形な基盤層上に立地していることが明確にわか

る。被告による「解放基盤表面の深度については，敷地全体にわたって著

しい高低差がない」との被告の評価は，虚偽であるか，そうでないとすれ

ば，極めて恣意的である。 

    なお，図 14には，基盤岩標高プロファイルのグラフがある。美浜３号

機は，標高ゼロメートル（赤線部分）に位置している。被告が表層を埋土

として求めた基盤岩標高を前提にすれば，美浜原発３号機は，（削り取る

前の）基盤層の中に位置することになるが，赤松博士がしたように，表層

をＤ級岩盤として求めた基盤岩標高を前提にすれば，美浜原発３号機は，

基盤層上部のＤ級岩上に位置するのである。このように，美浜原発３号機

の地下にある基盤層が極めて不整形であることは明らかである。 
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８ 鉛直アレイ地震観測 

(1) 被告は，大深度地震観測を含む鉛直アレイ地震観測を実施しており，

２０１４年長野県北部地震（M6.7）の岩盤内の深度別応答スペクトル，及

び２０１４年滋賀県北部の地震（M4.2）の岩盤内の深度別応答スペクトル

では，いずれでも，各深度での増幅はほとんど見られなかった，と評価し

ている（乙 C第３２号証 26 頁，27 頁）。 

(2) しかし，これらの頁で被告が示した疑似速度応答スペクトルをみれば，

深度によって震幅に大きな差があることは明らかである。これを指摘し

た赤松図幅集の図１５を示す。 
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    これによれば，標高－１０６７メートル地点と標高－８４メートル地

点のスペクトルを比較すると，周期によって，滋賀県地震では２～３倍に，

長野県地震でも２倍近くに増幅されていることが明らかである。地盤構



24 

 

 

 

造モデルは，現実の観測記録を矛盾なく説明できるものでなければなら

ない。説明できなければ，モデルを作り直さなければならないのである。

サイトでの増幅の小さいモデルを作り，観測記録でも増幅がほとんど見

られなかったと決めつければ，形式的にはつじつまが合う。しかし，これ

は安全をないがしろにするものである。被告の上記評価は，都合が悪いも

のには敢えて目をつぶろうとしているとしか言いようがない。 

    更に言えば，被告が地震観測を開始した平成２６年４月以降，平成２９

年１２月３１日までに有感地震が３５回も観測されている（赤松図幅集

の註３にそのすべてが記載されている）にもかかわらず，わずか２例の解

析ですませようとしている被告の姿勢からは，原発の安全を確保しよう

という真摯な姿勢は窺えない。 

 

９ 微動アレイ観測 

(1) 被告は，微動アレイ観測によって表面波（レーリー波）の位相速度を

求め，逆解析（インバージョン）により敷地の構造モデル（インバージョ

ンモデル）を得たとしている。これが乙Ｃ第３２号証 32 頁，乙Ｃ第３５

号証 54 頁であり，これに加筆したのが，赤松図幅集の図 16(2)である。

以下に引用する。 
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これによると，第１層は，Ｐ波速度が 1.7km/s，Ｓ波速度が 0.5km/s，

第２層は，Ｐ波速度が 4.0km/s，Ｓ波速度が 1.65km/s であり，以下，深

くなるに連れて，Ｐ波速度もＳ波速度も速くなっており，逆転層は存在し

ない。 

(2) 地表弾性波探査の結果，３号炉付近では，Ｐ波速度 2.24～2.4 ㎞/s，

3.4km/sなどの層が存在していることが確認されたのに，インバージョン

モデルには，これが存在しない。 

(3） ＰＳ検層の結果，地下深くにＲＱＤが５０を下回るような低速度層

（逆転層）が存在することが明らかになったのに，インバージョンモデル

では，逆転層が存在しない。 

(4) 結局，このモデルには，被告が様々な調査をした結果が反映されてい

ないのである。 

 

10 反射法地震探査 

(1) 被告は，美浜原発敷地内のＡ，Ｂの２測線で反射法地震探査を実施し，

両測線とも，「主として花崗岩からなる地質であり，褶曲構造や極端な落

ち込み構造等は確認されず，深さ約３００ｍ程度までは特異な構造は認

められなかった。」と評価している（乙Ｃ第３２号証 21～23 頁，乙Ｃ第

３５号証 34～36 頁）。しかし，これらをみると，浅部に明瞭な反射面（鱗

状に黒く着色された部分）が存在することが明らかである。３号炉の直近

であるＡ測線の 500ｍ付近では，標高-40ｍ付近，-120ｍ付近，及び-250

付近に明瞭な反射面がある。 

被告は，均質な花崗岩が分布していると思われるのに浅部に反射面が

認められる原因を検討するため，反射面と既往ボーリング調査から得ら

れた岩級区分等との対比を行い，「反射面の原因として，風化の影響等に

よる岩級の違いが反射面に現れている可能性があると考えられる。」とし

ている（乙Ｃ第３５号証 37～38 頁）。ここには，地表から比較的明瞭な

反射面までの平均的なＰ波速度（重合速度）が記載されているが，これを

みると，Ａ測線では 2.6 ㎞/s～2.7km/s とされているが，B 測線では，

3.0km/s～4.0km/sとされている。 

(2) 問題点①～重合速度～ 

    Ａ測線の表層の重合速度とＢ測線の表層の重合速度が大きく異なる。

Ａ測線とＢ測線は，Ａ測線の２００ｍ付近とＢ測線の２００ｍ付近で交

わるが，その交点付近でも，Ａ測線表層の重合速度は 2.6㎞/s，Ｂ測線表

層の重合速度は 4.0㎞/sである。この違いはどうして生じるのか。 
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そもそも被告は，表層の重合速度しか示さない。少なくとも標高-300ｍ

付近までの重合速度を示さなければ，「深さ約３００ｍ程度までは特異な

構造は認められなかった」とは言えないはずである。 

(3) 問題点②～逆断層の存在～ 

京大名誉教授芦田讓氏が，被告による反射法地震探査結果をみて，Ａ測

線の 450ｍ付近に逆断層（スラスト）の存在を推定しておられ，Ｂ測線の

260m 付近にも断層の存在の可能性を指摘しておられる。赤松図幅集の図

17を転記する。黄色で着色されている部分が推定逆断層である。 
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(4) 三次元探査の必要性 

    原告らは，被告が原発敷地について三次元探査を実施すべきことを既

に主張しており（準備書面(39)，その主張を裏付ける芦田讓京大名誉教授

作成の意見書（甲全第４９０号証）も提出済である。上記の美浜原発地下

に想定される逆断層についても，三次元探査を実施しないと，逆断層であ

ることの確定，その方向，規模等を把握することができない。なお，今般，

原告らは，あらためて芦田讓京大名誉教授の２０１８年３月３０日付意

見書（甲全第５１１号証）を提出する。これは，広島県の住民が四国電力

株式会社を相手取って提起した伊方原発３号機の運転禁止仮処分事件に

おいて住民側から裁判所に提出されたものであるが，ここでも芦田教授

は，三次元探査の必要性を詳細に述べ，三次元探査を実施しないのであれ

ば，安全性に関する十分な議論は不可能であり，原発の運転を差し止める

べきであると述べておられる。既に提出済みの甲全第４９０号証と併せ

て読んでいただきたい。 

 

11 減衰特性 

(1) 被告は，地下構造モデルの減衰定数について，「佐藤他（2007）及び佐

藤・山中（2010）の知見を基に，敷地内のＰＳ検層結果から速度構造の不

均質性と減衰定数の関係について着目して不均質強度を評価した結果，

減衰定数は３％程度と判断した。敷地内でＱ値測定を実施した結果，減衰

定数は３％程度であった。」として浅部（表層２００ｍ）の減衰定数を３％

（Qｓ値 16.67）とし，それより下部の減衰定数は，何の説明もなく０．

５％（Qｓ値 100）としている（乙第３２号証 43 頁，44 頁）。 

(2) 表層の減衰定数を３％，それより下部の減衰定数を０．５％としたの

は，高浜原発でも大飯原発でも同様であり，高浜原発については，原告ら

準備書面(35)の２１頁，２４～２５頁で，大飯原発については，原告ら準

備書面(41)の３１～３４頁でそれぞれ批判した。この批判は，美浜原発に

おいてもそのまま当てはまる。 

    特に指摘しておかなければならないことは，Ｑ値は，内部減衰【地震波

が媒質（地殻内の場合は岩石）を伝わる際に摩擦などにより波のエネルギ

ーが吸収されて起きる。】及び散乱減衰【地殻内の不均質構造のために地

震波が散乱されて起きる。】を表す数値であり，後者は周波数に依存する

から，Ｑ値自体が周波数の関数になることである【赤松博士作成にかかる

高浜原発敷地地下構造に関する意見書（甲Ｂ第３９号証）９頁の「註３」

参照】。したがって，これを定数とすることは，そもそも地震波動理論に
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矛盾する取扱いなのである。 

    また，被告がＱ値算定の根拠とした佐藤他（2007）及び佐藤・山中（2010）

の論旨を曲解していることについては，赤松博士作成にかかる大飯原発

敷地地下構造に関する意見書（甲Ａ第１１号証の１）１８～２０頁を参照

されたい。 

 

12 基準地震動を計算するための地下構造モデル 

(1) 被告は，上記インバージョンモデルから第１９層の層厚を薄くし，第

２０層，第２１層及び第１層を抜いて，基準地震動を計算するための地下

構造モデルを策定した（以下「基準地震動評価モデル」という。）。以下に

赤松図幅集の図２２を転記する。上記インバージョンモデルと比較して

いただきたい。 

 

(2) これによって，美浜原発の基準地震動は，敷地の表層が，Ｐ波速度 4.0

㎞/s，Ｓ波速度 1.65㎞/s，厚さ 60ｍの岩盤であることを前提として策定

されることになった。ところで，被告は，美浜原発３号機の原子炉建屋を
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標高０メートル付近に設置すると共に，解放基盤表面を標高０メートル

に設定している（乙Ｃ第３２号証 20 頁）ところ，地表弾性波探査鉛直断

面図（上記第２の４(2)，赤松図幅集の図４(2)）によれば，美浜原発３号

機設置場所の標高０メートル付近の岩盤は，上記のＰ波速度 4.0 ㎞/s よ

りもはるかに遅い 2.24～2.4 ㎞/s 程度の岩盤であり，標高－20ｍ以深で

も 3.4 ㎞/s 程度の岩盤であって，上記の基準地震動評価モデルとは全く

異なる。また，基準地震動評価モデルには，破砕帯や貫入岩脈の存在は評

価されておらず，試掘坑内弾性波探査によって判明した僅かな場所の相

違による速度変化や異方性も評価されておらず，ＰＳ検層の結果判明し

た低速度層も無視され，微動アレイ観測によって判明した基盤層の不整

形も評価されておらず，反射法地震探査によって存在が窺われる逆転層

も無視されている。被告が策定した基準地震動評価モデルは，自らの調査

で判明した様々な地盤の問題点を意図的に排除した不当なものである。 

 

13 基準地震動評価モデルによるサイト特性 

(1) 赤松博士は，インバージョンモデルを前提にしたＳ波の増幅曲線を算

出し，基準地震動評価モデルを前提としたＳ波の増幅曲線と対比してお

られる（赤松図幅集の図２４）ので，これを下記に引用する。両者の結果

は大きく異なり，周波数によっては，基準地震動評価モデルによる増幅率

は約２倍であるのに，インバージョンモデルでは１０倍にもなることが

わかる。 
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(2) また，Ｑ値の与え方によって増幅の周波数特性は大きく変化する。赤

松博士は，被告が用いているＱ値（以下「被告Ｑ値」という。）を前提に

した増幅曲線と，中央防災会議・東海地震に関する専門調査会が推奨する

方法，すなわち，500m/s＜Vs＜3000m/sのＱ値を Vs＞3000m/sのＱ値と同

一とする方法によるＱ値（被告は，若狭地方における Vs＞3000m/sのＱ値

を Q＝50ｆ1.1 としているから，この数値を採用する。以下，「推奨Ｑ値」

という。）による増幅曲線を作成し，比較しておられる（赤松図幅集の図

２５）ので，以下に引用する。 

 

 

左図は，基準地震動評価モデルが前提であり，右図は，インバージョン

モデルが前提である。各ａは，被告Ｑ値を採用したもの，各ｂは，深さ２

００ｍまでは被告Ｑ値，それより以深は推奨Ｑ値を採用したもの，各ｃは，

すべての層で推奨Ｑ値を採用したものである。各ｂ，各ｃとも，各ａと比

較して，１０ヘルツ以上の高周波帯において，増幅率がはるかに高くなる

ことが判る。 

 

14 まとめ 

(1) 以上のとおり，美浜原発敷地の地盤調査においても，被告の杜撰な調
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査，評価が明らかになり，これが不十分な基準地震動の策定という結果に

結びついていることが明らかになった。改めて要約すると，次のとおりで

ある。 

ア 美浜原発敷地は，江若花崗岩にドレライト（粗粒玄武岩）が貫入して

いる，規模の大きな破砕帯が多数ある，という顕著な特徴があり，ドレ

ライト貫入岩脈の周囲や破砕帯は地震波の速度が遅くなっているのに，

被告は，このことを評価，考慮していない。 

イ 被告がした地表弾性波探査結果によれば，美浜３号機原子炉施設設

置位置のＥＬ＋1.0ｍ付近の弾性波速度は 2.24 ㎞/s～2.4 ㎞/s である

のに，被告は，意図的に，2.3㎞/s～3.4㎞/sと扱っている。 

ウ 被告がした試掘坑弾性波探査の結果，Ｐ波・Ｓ波とも，わずかな位置

の違いで大きく変動していることが判ったのに，被告は，その原因の探

求すらしておらず，基準地震動策定にあたってこのことを考慮してい

ない。 

エ 坑間弾性波探査の結果，弾性波速度分布に異方性が存在することが

容易に読み取れるのに，被告は，これを無視しており，基準地震動策定

にあたってこのことを考慮していない。 

オ ＰＳ検層の結果，データの大きなバラツキがあるほか，浅部にも深部

にも逆転層があることが判ったのに，被告は，これを無視しており，基

準地震動策定にあたってもこのことを考慮していない。 

カ 美浜３号機の敷地の表層（第１層）は，Ｄ級，ＣＬ級の岩であるのに，

被告は，単点微動観測Ｈ/Ｖスペクトルに基づき，被告は，表層が埋土

であるとの誤った前提で表層の層厚を求めており，その結果，表層の層

厚が薄く，基盤層（第２層）の上面深度が高くなり，しかも，敷地全体

にわたって著しい高低差がないという恣意的な評価をしている。 

キ 地盤構造モデルは地震観測記録を説明できるものでなければならな

いのに，被告は，観測記録を恣意的に評価して，地盤構造モデルと観測

記録の不一致を覆い隠している。 

ク インバージョンモデル，基準地震動モデルを策定するに際し，被告自

らがした各種の調査結果が反映されていない。 

ケ 反射法地震探査を二次元でしかしていない。そして，二次元の調査結

果によれば，原子炉直下に逆断層の存在が推定されるのに，被告は，こ

れを無視している。 

コ Ｑ値を定数で定めているところ，この取扱いは，地震波動理論に矛盾

する。また，標高－２００メートル以下のＱ値を１００としたことにつ
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いては，何の説明もしていない。 

(2) 美浜原発敷地のサイト特性について，被告の主張は，第３の２(1)に記

載したとおりである。浅部地盤について，「敷地浅部にＰ波速度及びＳ波

速度がそれぞれ約 4.0 ㎞/s，約 1.65 ㎞/s の硬質な岩盤が広がっている」

「敷地の地下に地層の極端な起伏等の地震波の伝播に影響を与えるよう

な特異な構造が認められない」「地震動評価上は，水平成層構造とみなし

てモデル化できる」という被告の評価に根拠がないことは十分お分かり

いただけたことと思う。 

(3) 被告は，美浜原発３号機の基準地震動の策定方法を次のとおり説明し

ている。 

ア 「応答スペクトルに基づく地震動評価」として耐専式を用いる場合 

評価地点でのＰ波速度・Ｓ波速度を考慮して地盤増幅率を乗じるこ

とで，評価地点の岩盤の硬さに応じた応答スペクトルに補正する。美浜

３号機については，解放基盤表面のＰ波速度及びＳ波速度をそれぞれ

4.0㎞/s，1.65km/sと評価するとともに，地震波の局所的な集中を生じ

させるような特異な地下の速度構造がなく，耐専式で得られる評価結

果を補正する必要がないことを確認した（被告準備書面(30)107頁）。 

イ 「断層モデル」を用いた手法による地震動評価の場合 

地盤の増幅特性（サイト特性）については，詳細な調査結果から，美

浜発電所敷地及び敷地周辺の地盤の速度構造を精度良く把握するとと

もに，局所的に地震波の集中をもたらすような特異な構造が見られな

いことを確認した（被告準備書面(30)134頁）。 

(4) しかし，既に述べたところによれば，美浜３号機の解放基盤表面のＰ

波速度及びＳ波速度を 4.0 ㎞/s，1.65km/s 等と評価できないし，美浜３

号機地下には，浅部地盤にも深部地盤にも，速度の逆転層や，地盤の傾斜

や，断層があり，地震波の局所的な集中を生じさせるような特異な地下の

速度構造があることも十分推測できるし，これらを確定させるためには，

三次元の地震探査が不可欠である。以上によれば，被告が策定した基準地

震動は，正確な地下構造のデータに基づいて策定され直さなければなら

ず，少なくとも，現在の基準地震動に信をおくことができないことは多言

を要しない。 

以上 

 

 

 


